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総合建設コンサルタントとしてのあゆみ

売上高 経常利益

単位：百万円 単位：百万円
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グループ誕生
当社設立

東証二部上場
東証一部に指定 過去最高益

（2020/5）

国内建設コンサル  　　 タント領域を強化グループ再編 提案型活動を強化 DX 化の推進
積極的 M&A

5つの重点分野を強化

海外展開を加速アフリカを中心にJICA 案件を受注 実績の積み上がり
現地拠点設置開始 現地機関との協働推進

インフラマネジメント領域を強化業界に先駆けて専門部署を設置 マネジメントノウハウの共有化

行政支援分野を強化

農林業を主軸に展開
海外バイオマス事業 事業開発事業を本格展開

第一次（2007〜2010年度） 第二次（2011〜2013年度） 第三次（2014〜2016年度） 第四次（2017〜2020年度）
中期経営計画

地方創生ビジネス

■ 2012年 エンジョイファーム設立

■ 2012年 ストロベリーファーム設立

■ 2010年 近代設計を完全子会社化
無電柱化の計画及び設計関連業務は国発注関連業務
でのトップシェアを誇る。また、コアコンピタンスの一つであ
る行政支援が近代設計によりさらに飛躍。

岡山県矢掛町の町営農業公園「水
車の里フルーツトピア」の指定管理者
として、地域の農業振興に貢献。

農業の高付加価値化に貢献する事
業として、夏秋いちごの栽培・収穫・出
荷をおこなう。夏秋いちごを特産品とし
て、地域の魅力づくりに貢献。

■ 2018年 ミャンマー事務所開設
■ 2015年 
「災害リスク研究センター」、
「インフラ保全センター」設置

東南アジア事業のさらなる強化を図るため、2店
目の海外拠点となるミャンマー事務所を開設。

防災・減災分野の強化を目的に
「災害リスク研究センター」、イン
フラ施設の維持・更新に係る専門
部署として「インフラ保全センター」
を設置。国土強靭化に貢献。

■ 2020年 
タイ現地法人EJEC（Thailand）を設立
タイのさらなるインフラ整備の需要に対応し
た、迅速なサービスを提供するため、同国に
現地法人を設立。

■ 2011年 東日本大震災
震災直後から、災害復旧業務に対応。その後、
岩手県宮古市及び山田町にEJEC事務所を
開設し、三陸沿岸道路PPPや岩手県山田町
震災復興事業等に対応し、以降、東北地方で
の基盤を固めた。

■ 2014年 那賀ウッド設立
地方創生の観点から自治体等との共同出
資により設立。徳島県産の質の高い木粉
を生産・加工・販売するともに地域の木工
技術を活かした製品開発、林業振興や木
育など地域活性化に貢献

■ 2019年
•アークコンサルタント完全子会社化
岡山県北部での営業強化や地方創生に係る諸課題の抽出と解決に積極的に取り
組んでいく。

•アイ・デベロップ・コンサルタンツ完全子会社化
同社のグループ化により、課題であった九州地域での
業容拡大並びに同地域における発注者支援業務の拡
大を目指す。

•ダイミック完全子会社化
全国展開する当社グループにおいて、栃木県は、独立した営業拠点を有していない数少
ない地域のひとつであった。当該地域での業容拡大を図る。

■ 2018年 西日本豪雨
被災直後より被災箇所の
現地調査、ドローンによる
レーザー測量、災害復旧
設計を実施。

■ 2014年
EJECバンコク駐在員事務所を開設
東南アジア展開の強化を目的に設立。

•二神建築事務所完全子会社化
建築に関する企画、調査、構想、 計画等を主力事業としている同社のグループ化によ
り、ワンストップサービスの強化を図る。

■ 2005年 
エイトコンサルタントと
日本技術開発が資本業務提携

■ 2007年
E・Jホールディングス設立
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■ 2009年
エイト日本技術開発
発足
エイトコンサルタントと日
本技術開発が統合し、
グループ中核会社であ
るエイト日本技術開発

（EJEC）が発足
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単位：百万円
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経常利益 経常利益率
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当期純利益 当期純利益率
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親会社株主に帰属する
当期純利益（率） 億円20 ROE %10.5

売上高
受注件数

受注高

件

億円
億円303 3,036

354
経常利益（率）

技術提案型業務の
受注高

発注機関別受注高比率

億円 億円32 119

単位：百万円
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1,241
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△176
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フリーキャッシュ・フロー 億円28

単位：円

2016/5

26

2017/5

26

2018/5

30

2019/5

38

2020/5

50

1株当たり配当金 円50.0
技術士 資格保有者数

名622

新卒女性採用率
（新卒採用者のうち女性の比率）

社内研修参加者数
（延べ人数）

%31.7 名3,682
1人当たりの参加回数 2.4回

２０１9年度２０１9年度2020年5月31日時点

単位：百万円

2016/5

9,690 

2017/5

10,548 

2018/5

11,675

2019/5

14,666

2020/5

18,271

5つの重点分野の
受注高 億円182

※5つの重点分野：環境・エネルギー分野、自然災害リスク軽減分野、
　　　　　　　　 都市・地域再生分野、インフラマネジメント分野、
　　　　　　　　 情報・通信分野

※フリーキャッシュ・フロー：営業キャッシュフロー+ 投資キャッシュフロー ※2018/5の1株当たり配当金には、記念配当4円が含まれています
※2019/5の1株当たり配当金には、記念配当5円が含まれています
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財務・非財務ハイライト


